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はじめに
台湾の自由化・民主化とともに急速に発展した台湾史研究は, 近年,
ますます多元的な広がりをみせている｡ 日本統治期の医療・衛生の領域
もまた多くの研究者の関心を集める課題の一つである｡ そのなかで, 伝
染病の流行とその行政的対応, 医師・看護士等の医療従事者の養成, 医
学研究, 医師の社会的地位, 衛生思想の普及等多岐にわたって議論され
ているが, 医療施設そのものに焦点をあてて, その歴史的意義を問うた
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研究は少ない
(１)
｡ 本稿は, 台湾総督府の医療政策の拠点として設置された
台湾総督府医院の制度的展開と経営の実際を検討するものである｡
世界史的観点からみれば, 本稿が対象とする世紀後半から世紀中
葉は, 日本及び欧米等の国家が自国の勢力の拡大のためにしのぎを削っ
た帝国主義の時代であった｡ 医学史的観点からみれば, 細菌学の興隆に
したがい, 近代医学の優勢が確立された時代であった｡ それゆえ, 近代
医学は, ｢帝国のツール｣ となり, 帝国の拡張にしたがって, 統治地域
で実践された｡ 言い換えれば, 世紀以降興隆した近代医学そのものが
｢近代性｣ のみならず, ｢帝国主義｣ あるいは ｢植民地主義｣ の性質を帯
びており, 帝国の拡張と植民地統治とは密接な関係を有していたのであ
る
(２)
｡ 同時に, 近代世界の医療衛生事業は, 国家が最も積極的に介入した
領域であり, とりわけ衛生事業は, 個人の身体に関わるがゆえに, 統治
機構再編の契機となり, また社会制度の変遷に大きな影響を与えた
(３)
｡
日本統治下台湾の医療衛生事業の展開について, 当時, 衛生行政及び
衛生学研究に従事した丸山芳登は, ｢幸にも上司の善導と幾多先輩僚友
の苦心努力により瘴癘の地として怖れられていた衛生状態は改善せられ,
産業は振興し経済力は増進し一般文化は向上したのである｣ と評価して
おり
(４)
, 日本の台湾統治を批判的な角度から分析した矢内原忠雄でさえ
｢台湾総督府は衛生施設によりてペスト, マラリヤ等悪疫を減じ, 内地
人の渡来居住を容易にしたると共に本島人の衛生状態をも著しく改善し
た｡ 其成功は最も賞賛に値する｣ と述べている
(５)
｡ 伝染病予防や医療施設
の普及等の政策は, 公共性を有しているがゆえに, 台湾総督府の治績と
みなされるのである｡
だが, こうした医療衛生事業の評価に対し, 歴史研究者は, ｢開発原
病｣ と ｢帝国医療｣ の観点から批判的な考察を行っている｡ 見市雅俊の
研究によれば, ｢開発原病｣ とは, 農業開発が自然環境を破壊し, その
副産物として病気の異常発生をみる現象に注目し, 近代西洋を起源とす
る経済開発→生活水準の向上→健康増進というバラ色の公式に対して,
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疑問を投げかける見方である｡ ヨーロッパによる植民地化が進む過程の
なかで, 人間社会と自然社会のバランスが破壊された結果として病気の
異常発生が促されたのであり, 文明の進歩とは, 同時に病気の増加の歴
史でもあった｡ そして, その病気に対してひときわ光り輝いていたのが
｢帝国医療＝近代西洋医学｣ であった｡ 見市は, 帝国医療と開発原病の
関係を植民地医学等による ｢人道的援助なるものも, 実は自ら火を放っ
たうえでおもむろに水をかける 『マッチ・ポンプ』 にすぎなかった｣ と
病気に苦しむ ｢原住民｣ とそれを助ける ｢救世主｣ という構図の欺瞞性
を指摘している｡ だが, 被植民地側にとって ｢帝国医療＝近代西洋医学｣
は, 病気に対する特効薬として効用があったため, 受け容れ消化してし
まう｡ それゆえ, ｢病気対策は植民地支配の重要な一環であり, 目に見え
る政治権力の行使以上に重要な権力装置だったかもしれないのである｣
(６)
｡
本稿は, 台湾総督府の医療政策の拠点として設置され, ｢目に見える
政治権力の行使以上に重要な権力装置｣ と位置付けられる近代医療を台
湾社会に提供した台湾総督府医院に焦点をあてる｡ 総督府医院の形成と
拡張, 一般医療施設中における位置づけとその役割, 経営の実際等を明
らかにし, ｢帝国のツール｣ として, どのような機能を期待されていた
のかを検討したい｡
１, 台湾総督府医院の形成と拡張
日本統治下台湾における官立医療施設の濫觴は, 明治() 年６
月に診療を開始した大日本台湾病院である｡ 当初, 該病院は, 総督府民
政局の管轄下にあったが, 同年８月, 漢民族系住民の抗日武装闘争の激
化に対応するため, 総督府が軍衙組織に改変されたのにともなって, 陸
軍局軍医部の管轄となった｡ 軍政下における医療業務の重点は, 軍隊へ
医療を供給し, 軍事行動を幇助することにあったので, 一般に医療が積
極的に提供されることはなかった｡
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その後, 明治() 年３月に ｢台湾総督府条例｣ (勅令第号),
｢台湾総督府民政局官制｣ (勅令第号) 及び ｢台湾総督府地方官官制｣
(勅令第号) 等の組織法令が公布され, 同年４月より民政に移行した｡
医療施設に関しては, 台湾総督府地方官官制第条及び第条において
規定された｡
第二十九条 各県ニ病院ヲ設ケ院長, 医員, 薬剤師及調剤生ヲ置ク
院長ハ奏任官待遇トシ医員, 薬剤師及調剤生ハ判任官待遇トス
第三十条 島庁及各支庁ニハ地方職員ノ外医員及調剤生ヲ置ク判任
官待遇トス知事島司ニ於テ必要ト認ムルトキハ台湾総督ノ認可ヲ
経テ島庁又ハ支庁ノ下ニ病院ヲ設ケ医員調剤生ヲ以テ其ノ職員ニ
充ツルコトヲ得
同年５月, 第条に基づき, 大日本台湾病院を台北病院に改称し, 台
北県の管轄とするとともに, 台中県及び台南県にそれぞれ台中病院, 台
南病院を設け, 各県の管轄下に置いた｡ 翌月には, 第条に依拠して,
澎湖庁管内に澎湖病院, 台北県管内に淡水病院・基隆病院・新竹病院・
宜蘭病院を, 台中県管内に鹿港病院・苗栗病院・雲林病院・埔里社病院
を, 台南県管内に嘉義病院・鳳山病院・恒春診断所・台東診断所を設置
し, 当該医療施設所在地の島庁あるいは支庁の管轄下に置いた｡
同年月, 台湾総督府地方官官制第条及び第条が次の通り改正さ
れた (勅令第号)｡
第二十九条 各県ニ病院ヲ設ケ院長, 副院長, 医員, 薬局長, 調剤
師及書記ヲ置ク
院長, 副院長ハ奏任, 医員, 薬局長ハ奏任又ハ判任, 調剤師及書
記ハ判任トス
第三十条 島庁及各支庁ニハ地方職員ノ外医員, 調剤師及書記ヲ置
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ク医員ハ奏任又ハ判任, 調剤師及書記ハ判任トス
知事島司ニ於テ必要ト認ムルトキハ台湾総督ノ認可ヲ経テ島庁又
ハ支庁ノ下ニ病院ヲ設クルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ医員ヲ以テ
病院長ニ調剤師ヲ以テ薬局長ニ書記ヲ以テ病院書記ニ充ツ
この改正において, 副院長が新たに置かれたほか, 病院職員の地位が
｢奏任待遇｣ と ｢判任待遇｣ から ｢奏任｣ と ｢判任｣ となり, 正式な官
吏となったことは注目すべきである｡
明治() 年５月には ｢台湾総督府医院官制｣ (勅令第号) が
公布され, ここにおいて, 総督府の病院体系は, 独立の官制で規定され
ることになった｡ 同官制第１条は, ｢台湾総督府各県各庁ノ下ニ医院ヲ
置キ知事庁長ノ管理ニ属セシム｣ と規定し, ｢病院｣ から ｢医院｣ への
名称変更を行った｡ このほか, 支庁管轄下に置かれていた病院または診
断所の内, 新竹・宜蘭・嘉義・鳳山・台東を各県各庁の直轄医院に昇格
させたことで, 総督府医院は, 右五院に台北・台中・台南・澎湖の各院
を加えた九医院体制となった｡ そのほかの病院は, 各医院の分院とした
が, その過程において, 鹿港病院が廃止され, 新たに彰化分院が設けら
れた｡ すなわち, 台北医院の下に基隆分院・滬尾分院が, 新竹医院の下
に苗栗分院が, 台中医院の下に彰化分院・埔里社分院が, 嘉義医院の下
に雲林分院が設置されたことで, 医院分院は六院となった｡
本官制により ｢病院｣ から ｢医院｣ へと名称変更されたが, そこには
次のような背景があった｡
病院と医院とは何れが良きぞ斯かる問題は内地人の脳髄に浮かぶべ
くもあらず左れど土人の目から観るときは大なる好不好のある者な
りとぞ成る程考て見ると病院とは読んで字の如く病院なれば単に病
人の居る家を意味すべく病人を療治して甦復せしむべきまでの十分
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なる意義あるべくもあらず之に反して医院と謂ば病を医する所とい
ふが故に完全なること遙かに優れり之れより先き内地人の医生来り
て開業するもの又は公立に成りし台北病院の如きもの共に病院と称
するの其名の縁起観るがりて土人中には自然と忌避する傾きありし
となむ今や恰かも台北病院も改めて医院となりたれば土人の字義沙
汰も止みぬべく縁起直して来院者も増加やせん但し他の病院などに
も此心してありたきものなり
(７)
ここからは, 台湾人の来院者の増加を狙って, 台湾人にとって ｢単に
病人の居る家を意味｣ する ｢病院｣ から ｢病を医する所｣ である ｢医院｣
へと名称が変更されたことがわかる｡
明治() 年６月, 台湾総督府医院官制が全文改正 (勅令第
号) された｡ この官制は, 以後, 日本統治期を通じて回にわたって中
改正されたが, 総督府医院制度の骨格を規定し続ける基本法令となった｡
主な条文は次の通りである｡
第一条 台湾総督府医院ハ台湾総督ノ管理ニ属シ疾病ノ診療ニ関ス
ル事ヲ掌ル
第二条 各医院ニ左ノ職員ヲ置ク
院長 医長 医員 薬局長 調剤師 書記
第三条 院長ハ各院一人奏任トス
院長ハ医長ヲ以テ之ヲ兼ネシム
第四条 医長ハ奏任, 医員及薬局長ハ奏任又ハ判任トシ調剤師及書
記ハ判任トス
第五条 院長ハ台湾総督ノ命ヲ承ケ院務ヲ掌理シ所属職員ヲ監督ス
ここでの最も重要な改正事項は, 第１条において, 総督府医院が知事
あるいは庁長の管理から台湾総督の管理に移され, 総督直轄機関に改組
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されたことである｡ 総督府医院官制改正の経緯は,
従来ノ如ク地方庁管轄ノ下ニ在リテハ諸般ノ関係上差支少ナカラス
シテ其ノ事業ノ進捗ハ之ヲ総督府直轄ト為シ以テ其ノ拡張ノ余地ヲ
存スルニ如カス是レ医院制度ヲ改正セラレタル理由ナリ然リト雖一
方ニハ経費ノ制限アルヲ以テ不得止既設ノ五分院ヲ廃止シ力ヲ少数
ノモノニ集メ職員トシテハ更ニ医長ノ職ヲ設ケ学識技倆アルモノヲ
招致シテ大ニ医院ノ改善ヲ謀レリ而シテ其ノ廃院ニ帰セシ地方ニハ
熟練技倆アル医師ヲ撰ミテ公医ヲ命シ更ニ条件ノ下ニ旧分院建物其
ノ他備品等ノ管守ヲ命シ其ノ所在地ニ於ケル医事機関ノ運行ヲ勉メ
シムルコトトセリ
(８)
ということにあり, 官制改正の目的は, ①総督府医院を事業の拡大とそ
の円滑な進行のため, 総督直轄の機関とすること, ②奏任の医長職を設
け, ｢学識技倆｣ のある人材を確保すること, ③分院を廃止し, 予算を
少数の医院に集約的に配分して設備の充実をはかることにあった｡
この方針に基づき, 各医院の分院は, 基隆分院を医院に昇格させた以
外, すべて廃止され, 総督府医院は, 医院体制 (台北・台中・台南・
基隆・新竹・嘉義・鳳山・宜蘭・台東・澎湖) となった｡ その後, 明治
() 年月に鳳山医院が廃止され, それに前後して, 花蓮港医院
(年月)・阿医院 (年月)・打狗医院 (年３月) が設
立されたことで, 大正３ () 年３月時点において, 総督府医院は,
医院体制となった｡ 台北医院は, 昭和() 年４月, 台北帝国大
学医学部学生の臨床実習に供するため, 台北帝国大学医学部附属医院に
改組し, 総督府医院体系から離脱した｡ そして, 昭和	() 年１月
に花蓮港医院玉里分院が設置されたことにより, 総督府医院は, 医院
１分院体制となり, そのまま日本の台湾統治の終結を迎えた｡ 因みに,
阿医院と打狗医院は, 大正９ () 年８月にそれぞれ屏東医院と高
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雄医院に改称した｡
さて, 上述したように, 明治() 年６月の総督府医院官制改正
後, 同官制は, 回の中改正を経ることになるが, 明治	(	) 年６
月と明治(	) 年４月の中改正は, 総督府医院制度の展開を考察す
るにあたり, 押さえておくべき重要な改正事項が含まれていた｡
明治	年６月の医院官制中改正 (勅令第号) においては, 同官制
第４条第２項に ｢台北医院長ニシテ三年以上高等官三等ニ在リテ特ニ功
労アル者ハ一人ヲ限リ高等官二等ニ陞叙スルコトヲ得｣ との一文が追加
された｡ すなわち, 台北医院長は, 該官制中改正以前において, 台北医
院の医長が就き, 官等は３等が最高で奏任官止まりであったが, これ以
後, 高等官２等の勅任官になれる道が開かれたのである｡ この時期, 総
督府及所属官衙中で高等官２等以上の勅任官となることができたのは,
台湾総督 (親任官), 民政長官 (１等), 警視総長・各局長・鉄道部技師
長・専売局長・技師・医学校長 (以上２等) のみであり, 勅任医長が如
何に高い地位にあったのかを推し量ることができよう｡
この医院官制中改正を踏まえて, 『台湾医学会雑誌』 の ｢雑報｣ 欄に
｢此改正によりて台北医院は爾他の医院より一段高き待遇を得たるもの
にして兎も角も一般の行政官衙より下位に列せしめらるゝ傾きある我医
学界が他の総督府各局と肩を並へ得べき優遇を与へられたるは, 誠に慶
す可きことゝ云うべし｣ との記事が載せられている
(９)
｡ ここからもわかる
ように, 勅任医長への途が開かれたことは, 単に勅任医長自身だけでは
なく, 総督府医院及びその所属職員, ひいては台湾医学界の総督府組織
内における存在感を増大させることにも繋がったのである｡
次に, 明治年４月の医院官制中改正 (勅令第号) について, 第
２条が次の通り改正された｡
第二条 医院ニハ通シテ左ノ職員ヲ置ク
院 長
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医長又ハ医員 専任二七人 奏任
薬局長 専任一一人 内三人奏任 八人判任
医 師 専任三九人 判任
調剤師 専任一九人 判任
書 記 専任四二人 判任
前項職員ノ外台北医院ニ事務官一人ヲ置クコトヲ得
この中改正の要点は, 医院職員の定員を定めたことと, 判任官の ｢医
師｣ という職位を設けたことにより, 医長 (勅任あるいは奏任) ⇒医員
(奏任) ⇒医師 (判任) という勤務医の序列構造の明確化がはかられた
ことである｡ 大正３ () 年４月には ｢医師｣ の官名が民間における
開業医師と混同し易く適当ではないとする総督府の意見に基づき, 医院
官制第２条は, 改正され (勅令第号), ｢医員｣ が ｢医官｣ に, ｢医師｣
が ｢医官補｣ に改められた
()
｡
明治年に総督府医院職員定員が設けられた後の医院官制中改正の大
部分は, この第２条の改正である｡ 次の第１表によれば, 医院職員中,
医長または医官, 医官補の定員は, 漸次増加していった｡ 総督府医院の
規模を拡張 (診療科の新設や病床の増設) するにあたり, 勤務医を増や
すことは不可欠である｡ それゆえ, 勤務医の定員が増員されていったこ
とは, 総督府が医院規模の拡張を不断に志向し, 行動に移したことの証
左であるといえよう｡
中京法学巻２・３号 (	
年) ()
２, 台湾総督府医院の一般医療施設中の位置付け
台湾総督府は, 明治() 年５月, ｢台湾医業規則｣ (府令第６号)
を公布し, 台湾における ｢医師｣ を規定した｡ 同規則によれば, 医師と
は, 内務大臣発行の医術開業免状所持者 (内地の医師) と台湾総督府発
行の医業免許証所持者を指す｡ 後者は, 主に台湾総督府医学校卒業生の
台湾人に与えられた免許である｡ 医業免許証の特徴は, 有効範囲が台湾
に限定されていたことである｡ すなわち, 内地においては, 本免許証を
もって医師とはみなされない｡ その後, 総督府は, 明治(	) 年７
月に ｢台湾医生免許規則｣ (府令第
号) を公布し, 日本の領台以前よ
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第１表 台湾総督府医院職員定員の変遷
公布年 法令番号 医長医官 医官補 薬局長 薬剤師 書 記 技 手 看護婦長
1910. 4 勅令第199号 
＊ ＊＊   
1912.10 勅令第 29 号 
＊ ＊＊   
1913. 6 勅令第121号 
＊ ＊＊   	
1914. 4 勅令第 61 号    	 
1915. 7 勅令第127号     
1916. 9 勅令第218号  
   
1917.10 勅令第179号     
1919. 6 勅令第293号  
   
1920.10 勅令第516号  
   
1921. 5 勅令第185号  
   
1923.11 勅令第474号     
1924.12 勅令第437号     	
1925. 8 勅令第272号  
	   	
1931. 9 勅令第245号  
   
1932. 8 勅令第222号  
   
1934. 6 勅令第191号  
   
1935. 9 勅令第260号  
   
1938. 3 勅令第146号  
    
1938. 4 勅令第303号      
1940.12 勅令第880号 	     
1941.11 勅令第1005号 	     
1945. 3 勅令第209号 	      
(備考) ＊は ｢医長/医員｣, ＊＊は ｢医師｣ の数値｡
り医業を営んでいる者 (ほとんどが漢方医) に対して医生免許証を発行
し, ｢医師ノ業｣ を営むことを許可し, これを ｢医生｣ と定義して, 最
終的に,名に免許を付与した｡ 同年月末以降, 原則として同免許
証を付与しなかったので, これより医生は年々減少していった｡
これらの医師及び医生が各種の就業形態をもって台湾社会に医療を供
給していったが, 台湾の一般医療施設の形態や分布には如何なる特徴が
あったのであろうか｡
第１に, 私立部門が医療供給の中核であったことである｡ 第２表は,
昭和() 年度末における医院の官公私立別及び医師の就業形態別
の地方庁毎の統計である｡ 該表によると, 医院数は, 官立がヶ所, 公
立がヶ所, 私立が	ヶ所で, 私立医院が医院総数の９割を占めてい
る｡ 医師の就業形態の内訳は, 官庁奉職が人, 公医が人, 開業医
が,	人で, 医師総数に占める比率は, それぞれパーセント, パー
セント, 	パーセントであり, 私立部門である開業医が７割を占める｡
公医とは, 一定の月手当を支給して医師不在の要地に開業させ, 一般に
医療を提供させると同時に, 官庁の命令により伝染病対策等に従事した
医師である｡ 公医は, 手当とは別に, 患者から診察料や薬価等を徴収す
ることができたので, 医療施設としては一般の開業医と変わるところは
なかった
()
｡
第２に, 医療施設の市部への集中である｡ 第２表によれば, 台北州に
最も多く医師が集まっている｡ この台北州を市部と郡部に分け, 医院の
官公私立別及び医師の就業形態別に示したのが次の第３表である｡ 該表
よれば, 医療施設及び医師とも過半数以上が台北市に集中している｡ そ
れは, 台北市が政治・経済の中心であったことに加えて, 医学校及びそ
の附属病院を擁していたことによる｡ さらに, 市部 (３市) と郡部 (９
郡) の医院数の割合は８対２, 医師及び医生数の割合は７対３であるこ
とと, 医師及び医生一人に対する人口は, 市部が,
人, 郡部が,
人であることから
()
, 医療資源の市部への集中は顕著であった｡ いうまで
中京法学巻２・３号 (年) ()
もなく, 市部と郡部との医療資源の格差是正は, 総督府にとって重要課
題であった｡ 総督府は, この課題に対して, 公医の配置と, 医師資格を
有しない者を暫定的に ｢医師｣ と認める ｢限地開業医制度｣ の活用をもっ
て対応していった
()
｡
では, 以上のような医療環境のもと, 台湾総督府医院は, 総督府の医
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第２表 台湾における医療施設及び医師の分布 (1940年度末)
地方庁
医 院
医師及び医生 医師及び医
生一人に対
する人口
医 師
医 生 計
官 立 公 立 私 立 計 官庁奉職 公 医 開業医
台北州     	 		 		  	 		

新竹州    
 	    
台中州      	
   	 		
台南州  	 
 
 
  	 	  	
高雄州  
 
   	 	   


台東庁  
      
花蓮港庁     
 
   		

澎湖庁       	
計 	    	    	 
(備考) 官庁奉職には ｢官立医院奉職｣, ｢公立医院奉職｣, ｢官衙奉職｣ を含む｡
(出典) 『台湾総督府第四十四年統計書』 台湾総督府企画部, 1942年, 400頁～401頁｡
第３表 台北州における医療施設及び医師の分布 (1940年末)
地方庁
医 院
医師及び医生 医師及び医
生一人に対
する人口
医 師
医 生 計
官 立 公 立 私 立 計 官庁奉職 公 医 開業医
台北市   	  
  	  
基隆市    	  	 	 			
宜蘭市      
   
七星郡    	    
 
淡水郡    	    	

基隆郡       


宜蘭郡  	  

羅東郡   	    
蘇澳郡      	
文山郡       	 	
海山郡       	
新荘郡        

計 
 	   	
 		   	 

(出典) 『台北州統計書』 台北州総務部総務課, 1942年, 337頁｡
療政策が展開されていくなかで, 如何なる役割を付与されていたのであ
ろうか｡
第１の役割は, ｢官立｣ であること自体に求められる｡ 総督府医院は
官立である｡ その意味するところは, 当該職員が国家の官吏としての権
威を有するということである｡ 官立医院職員の地位は, 内閣総理大臣,
各省大臣, 台湾総督, 民政長官等の地位を規定した官等俸給令で規定さ
れる｡ それゆえ, 内地の官吏体系, 例えば帝国大学医学部や官立医科大
学及びその附属病院の人事体系と連結することができる｡ この体系は,
優秀な人材を招致するために有効に機能したが, 総督府医院内に学閥の
浸食をもたらすことにもなった
()
｡
第２の役割は, 台湾における医療施設の模範的・指導的・中核的な存
在になることである｡ 総督府は, 総督府医院を捉えて, ｢台湾総督府医
院ハ国立タルニ鑑ミ庁舎, 病棟, 機械, 器具等物的施設ノ充実ヲ期スル
ハ勿論其ノ内容ニ於テモ各専門ノ分科ヲ設ケ又其ノ診療ハ本島開業医師
ノ普及程度, 設備等ノ関係ヨリ観ルモ最モ権威アリ且模範, 指導的ノモ
ノナラザルベカラズ｣ との認識を持っていた
()
｡ 総督府医院は, 各地の主
要都市に拠点的に配置され, その規模及び職員の数と質において, 他の
医療施設の模範たるべく中核病院を目指した｡ 総督府医院の規模につい
て, 例えば, 昭和８ () 年末の台中州における台中医院と私立医院
の病床数を比較してみると, 台中医院の病床数は	床であるのに対し,
私立医院の平均病床数は床であり, 規模の違いは歴然であった
(	)
｡
第３の役割は, 異民族統治政策の遂行機関としての役割を果たすこと
である｡ 台湾総督府文書課の編纂した 『台湾統治総覧』 は, ｢新附の土
に完全なる医治機関の設備を要するは植民政策上欠くべからざる緊要事｣
であるという認識のもと, ｢旧式世襲の無意義なる療法に代ふるに巧妙
精緻なる日新医術を以てするは啻に人生保全の上に必要なるのみならず
島人の耳目を一洗して更革の新政に信頼するに至らしむべき一種の政策
たるに外ならざるなり｣ として, 医療の統治政策上の意義を強調してい
中京法学巻２・３号 (
年) ()
る
()
｡ さらに, 明治() 年に開催された医院長会議の席上で, 当時
民政長官であった後藤新平は, 次のような訓示を行っている｡
台湾に於ける衛生制度の重なる部分として医制の事は当初から直接
の関係を有つて居りました……如何なる場合に於ても必要なる衛生
事業の事は抑ゝ此医院制度の行はれる以前に立戻つて考へなければ
ならぬことであります其事は新版図に於て頼むべき宗教もなき此民
族の統治を全うすると云ふことは内外人識者の甚だ疑を懐いて居つ
た所の点であります然るに我々は頼むべき宗教なしと雖も……衛生
制度中医制の事殊に医院制度を完全にするのは夫等の欠点を補ふに
足るべきことと確信したのであります
()
この言説は, 後藤が様々な場所でしばしば披瀝した ｢医療｣ をもって
｢宗教｣ に代替するという統治政策論の一環である｡ 後藤は, ｢各国植民
地政略を見るに, 古来何れの国も概ね宗教を利用して, 其統治を助けざ
るものなきが如し, 蓋し是れ人情の弱点に乗じて布教し, 其迷妄を解き
以て人心の統一を期するに至り, 然るに我邦に於ては未だ完全なる宗教
なきが故に, 同じく人間の弱点たる疾病を救ふの道も, 亦統治の一策｣
になる, という信念を持っていた
()
｡ すなわち, 西洋列強は, 植民地統治
にあたって ｢宗教｣ を利用したが, それを有しない日本は, ｢医療｣ に
頼るべきであるという文脈のなかで, 総督府医院の統治機関としての機
能が期待されていたのである｡
第４の役割は, 台湾において行政や産業に従事する内地人の健康を保
護することである｡ 台湾総督府参事官として政策立案に参与した持地六
三郎は, 明治	
() 年に公刊した著書 『台湾殖民政策 全』 のなか
で, ｢医治機関の設備は新附の人民に新政の恩沢を光被せしむべき政策
なるは勿論, 拓殖開発に従事する内地人に安心を与ふべき緊切の要務｣
である, と述べている
()
｡ つまり, 医療政策には, ｢新附の人民に新政の
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恩沢｣ を与える側面と, ｢拓殖開発に従事する内地人に安心｣ を与える
側面という対象の異なる二つの意味付けがなされていたのである｡ 後者
については, 持地六三郎がまた自著において ｢何となれば熱帯殖民地を
経営するに方りて……其土地が不健康の状態に在りて悪疫瘴癘流行し,
健康の保全を確保し得ざる場合に於ては, 人材は招聘に応ぜず, 資本家
は投資を肯んぜず, 事業家は企業を欲せざればなり｣ と説明しているよ
うに, 当時, 内地の人々から ｢鬼界ヶ島｣ と恐れられた台湾の熱帯風土
と不良な衛生状態による ｢悪疫瘴癘｣ の流行と密接な関係があるととも
に, 台湾経営の全体に関わる問題でもあった
()
｡
総督府医院のなかで, 明治() 年月に設置され, 翌月より
診療を開始した阿医院は, 拓殖開発に従事する内地人の健康保護を目
的として設立された典型である｡ 同医院は, 明治() 年８月日
付で阿庁長佐々木基より台湾総督佐久間左馬太宛に出された医院新設
を求める稟申書に基づき, 同年月日, 阿地方の ｢衛生状態ニ徴ス
ルニ医治機関ノ完備ハ最急ヲ要スルモノ｣ と認められて新設された｡ 該
稟申書には, 阿庁管内の衛生状態について,
明治四十年中ニ於ケル死亡率ハ人口千ニ付四十五人強又四十年中ノ
死亡数ハ出生数ヲ超過スルコト千百九十九人ナリ如此不良ノ状態ハ
恐ラク他地方ニ比類ナキモノト被認候而シテ既往ニ於ケル患者総数
ハ是レヲ知ルニ由ナキモ台湾製糖会社阿工場ニ就キ調査スルニ明
治四十一年七月末日現在内地人人口ハ弐百七十六人ニシテ七月六日
ヨリ三十一日ニ至ル患者延人員ハ千九百四十人ナリ其期間ニ於ケル
内地人現住者延人員ハ七千百七十六人ニシテ人口千ニ付弐百五十三
人強 (人口四人ニ付一人余) ノ患者ヲ出ス割合ナリ然ニ同工場ニ限
リ特種ノ事情特種ノ疾病アルニアラサルヲ以テ管内一般ノ衛生状態
モ略ホ是ト同シキ事ト被存候如此状態ナルヲ以テ産業ノ発展ニ伴フ
労力ノ供給ニ大打撃ヲ受ケ他地方ヨリ労働者ノ移入ヲ企ツルモ阿
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ハ不健康地ナリトノ噂高キヲ以テ容易ニ応スル者無之現況ニ有之候
ニ付此カ救済方法中最モ急施ヲ要スルハ曩ニ及稟申置候通リ官設医
院ノ新設ニ有之候
とあり
()
, ここからは, 阿医院新設の主な目的が製糖会社における内地
人職員の健康確保とその労働力の獲得にあったことがわかるだろう｡
３, 台湾総督府医院の経営と実際
本節では, 様々な役割を期待された台湾総督府医院の経営と実際につ
いて検討していくが, 最初に総督府医院の外来患者と入院患者の特徴を
捉えておこう｡ 台湾総督府医院は, 各地方庁の主要都市に置かれた｡ そ
のため, 総督府医院の利用可能性を考える上での前提として, まずは医
院所在地とそれ以外の地域の人口分布を把握しておきたい｡ 次の第４表
日本統治下台湾における医療施設の形成と展開 (鈴木)()
第４表 総督府医院所在地及びその他地域常住人口 (1940)
内地人 本島人 内地人 本島人
常住人口 比率(%) 常住人口 比率(%) 常住人口 比率(%) 常住人口 比率(%)
台北州
台北市 100,554 69 239,468 23
台東庁
台東街 3,819 68 17,163 21
基隆市 25,674 17 74,371 7 その他 1,765 32 63,544 79
宜蘭市 2,748 2 35,044 3 計    
その他 17,810 12 671,735 67
花蓮港庁
花蓮港市 10,133 50 23,577 19
計 		  
	  玉里街 1,290 6 16,125 13
新竹州
新竹市 8,604 46 53,329 7 その他 8,694 44 84,897 68
その他 10,137 54 740,831 93 計 
  
 
計   	 
澎湖庁
馬公街 2,971 95 23,553 36
台中州
台中市 18,244 41 67,786 5 その他 170 5 40,997 64
その他 26,086 59 1,236,202 95 計   	 
計    
総 計
医院所在地 243,229 71 939,778 17
台南州
台南市 18,396 35 128,334 9 その他 101,287 29 4,742,455 83
嘉義市 10,961 21 83,923 6 計 	  	

 
その他 23,326 44 1,252,596 85
計 
	  	 
高雄州
高雄市 31,906 60 127,466 15
屏東市 7,929 15 49,639 6
その他 13,299 25 651,653 79 (出典) 『台湾総督府第四十四統計書』 台湾総督府企画部,
1942年, 20頁～33頁｡計   
 
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台
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院
入
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患
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及
び
延
人
員
（
出
典
）
『
台
湾
総
督
府
統
計
書
』
各
年
度
。
台
 東
台
 東
花
蓮
港
花
蓮
港
澎
 湖
澎
 湖
高
 雄
高
 雄
日本統治下台湾における医療施設の形成と展開 (鈴木)()
は, 昭和() 年の台湾総督府医院所在地とそれ以外の地域の常住
人口を比較したものである｡ 該表によれば, 総督府医院を地理的に比較
的容易に利用できた医院所在地とそれ以外の地域に住む人口 (比率) は,
内地人がそれぞれ,人 (	パーセント), ,
	人 (パーセン
ト), 台湾人がそれぞれ,		
人 (	パーセント), ,	,人 (
パー
セント), 全体ではそれぞれ,
,	人 (パーセント), ,
,	
人 (
パーセント) であった｡ ここからは, ①総督府医院所在地以外の
地域に人口の八割が集中していること, ②人口分布の比率上は, 内地人
の方が総督府医院を利用し易い環境にあったこと, ③しかしながら, 医
院所在地に住む台湾人の人口は, 内地人のおよそ四倍におよんでいたこ
とを指摘できる｡
第５表と第６表は, 総督府医院の外来患者数と入院患者数の変遷をそ
れぞれ示したものである｡ これらの表からは, 日本統治時期を通じて,
全体としては人口比率の相対的に低い内地人の外来患者及び入院患者が
台湾人のそれを上回っていたことがわかる｡ この理由は何か｡ 先行研究
においては, 次の二点が指摘されている｡ 総督府医院が置かれている地
域には, 台湾人開業医が多く集まっており, 医療施設の選択肢が豊富で
あったことと, 台湾人の総督府医院に対する懐疑心である｡ 後者につい
ては, 例えば, 日本語を話さなければ薬がもらえないこと, 看護婦が台
湾人に対して不親切であること, 及び台湾人は病室の割り振りで人
規模の大病室に入れられることから, 台湾人が総督府医院を内地人のた
めの医療施設であると認識していたことに関係している
()
｡
では, 総督府は, そもそも総督府医院の患者数, とりわけ台湾人患者
を増やすことに対して如何なる措置を講じていたのであろうか｡ 患者数
増加をはかる一つの方策として施療政策がある｡ 明治(
	) 年１月
日, 総督府民政局長は, 知事島司宛に民総第	号をもって ｢本島人ノ
患者ニ入院料及薬価ヲ徴収セサル義｣ を通達した｡ この通達は, ｢各病
院診断所ニ於テ一般施療ノ当時ニ於テハ本土人等往々喜ンテ医療ヲ受ク
中京法学巻２・３号 (	年) ()
ルノ傾向アリシモ客年五月以降入院料及薬価ヲ徴収スルコトヽナリシ以
来頓ニ其数ヲ減シ目下ノ状況ニテハ本土人ノ来院施治ヲ乞フ者殆ント之
レナキカ如シ｣ という認識のもとで, 当分の間, 台湾人の治療にあたっ
ては適宜施療を実施するよう知事島司に要請したものである
()
｡
しかし, その僅か半年後には総督府の積極的な施療政策は, 後退を余
儀なくされる｡ 総督府は, ｢総督府ノ経費ハ本年度ニ於テ大ニ減少セラ
レ随テ医院経費ノ如キモ之カ余波ヲ被ムルヘキハ必然｣ であり, ｢今日
ヨリ医院ニ対スル将来ノ方針ヲ定メ漸次之ニ拠リテ推行セシメラレンコ
トヲ要ス｣ として, 同年６月日, 民総第号をもって, ｢医院及分
院ノ経費ハ配付額ノ範囲内ヲ以テ支弁シ増額ヲ為サヽルコト｣, ｢施療ハ
予算ヲ酌量シテ適宜施行スルコト｣ 及び ｢入院料薬価及治療用雑品代等
ハ県又ハ庁ニ於テ適宜之ヲ定メ相当ノ収入ヲ計ルコト｣ 等を知事島司宛
に内訓した
()
｡ このように, 本島人患者に対する施療は, 総督府財政の逼
迫により, その積極性を後退させたのである｡
明治() 年月, ｢台湾総督府医院施療規程｣ が制定された
(訓令第	号)｡ 該規程は, 大正３ () 年３月, 大正８ () 年
９月, 大正() 年４月にそれぞれ改正されるが, 入院患者施療と
外来患者施療の内容とその条件の変遷を纏めたものが第７表である｡ そ
して, 大正４ () 年から昭和(	) 年まで５年毎に台北医院の
施療患者を纏めたものが第８表である｡ これらの表からは, ①大正８年
の改正まで, 各官庁の巡査や雇員等の薄給の職員を特別に施療対象者に
指定していることからも, 施療の主な目的として各種政策の執行を末端
で支える職員の健康保護があったこと, ②施療対象者は, 規定上では拡
大していくが, 施療患者数は, 患者全体より見れば多くなかっただけで
はなく, 内地人患者も相当数いたので, この施策自体が台湾人のみを対
象としたものではなかったことが確認できる｡
台北医院が編纂した 『大正五年十二月経営上ヨリ見タル病院集覧』 に
おいて ｢我邦ニ於ケル病院組織ノ状態ヲ見ルニ……植民地ニ於ケル病院
日本統治下台湾における医療施設の形成と展開 (鈴木)()
中京法学巻２・３号 (年) ()
第７表 台湾総督府医院施療規程の変遷
公布年
法令番号
入 院 患 者 施 療
外 来 患 者 施 療
甲 種 乙 種
1911.12
訓令第239号
【内容】
入院料及手術料ヲ免除ス
【条件】
(1) 貧困者 (該当ノ者ハ所轄官
署又ハ区長ノ証明ヲ要ス)
(2) 給料月収額二十円以内ヲ受
ケ独立シテ家族ヲ有スル各官庁
ノ雇員, 傭員, 巡査補及常時傭
人其ノ他之ニ準スヘキ者並其ノ
家族
(3) 給料月収額三十円以内ヲ受
ケ独立シテ家族ヲ有スル各官庁
ノ雇員, 傭員, 巡査, 管守, 巡
査補及常時傭人其ノ他之ニ準ス
ヘキ者並其ノ家族ニシテ其ノ院
ニ於テ入院治療三十日以上ニ及
ヒタル者
【内容】
入院料其ノ他諸料金ヲ免除シ食
料及療養品代等ハ官費ニテ支弁ス
【条件】
医院長ニ於テ病理研究上必要ト
認メタル患者ニ対シ本人ノ承諾
ヲ得テ之ヲ行フモノトス
【内容】
薬価及其ノ他諸料金ヲ免除ス
【条件】
(1) 極貧者 (該当ノ者ハ所轄官
署又ハ区長ノ証明ヲ要ス)
(2) 給料月収額十五円以内ヲ受
ケ独立シテ家族ヲ有スル各官庁
ノ雇員, 傭員, 巡査補及常時傭
人其ノ他之ニ準スヘキ者並其ノ
家族
(3) 生蕃
(4) 医院長ニ於テ病理研究上必
要ト認メタルトキハ本人ノ承諾
ヲ得テ施療ヲ為スコトヲ得
1914.3
訓令第26号
【内容】
改正なし
【条件】
(1) 貧困者 (医院長ニ於テ必要
ト認ムルトキハ所轄官署又ハ区長
ノ証明書ヲ提出セシムルコトヲ得)
(2) (3) は改正なし
【内容】
入院料其ノ他ノ諸料金ヲ免除シ
医院長ニ於テ必要ト認ムルトキ
ハ食料, 療養品代及添人料等ハ
官費ニテ支弁ス
【条件】
改正なし
【内容】
改正なし
【条件】
(1) 極貧者 (医院長ニ於テ必要
ト認ムルトキハ所轄官署又ハ区長
ノ証明書ヲ提出セシムルコトヲ得)
(2) (3) (4) は改正なし
1919.9
訓令第175号
【内容】
入院料､ 手術料及処置料
【条件】
(1) 月収額二十円以内ニシテ生活困難ト認ムル者
(2) 月収額三十円以内ニシテ一戸ヲ構ヘ同居家族ヲ有シ生活困難ト認ムル者及其ノ家族
(3) 月収額四十円以内ノ者又ハ其ノ同居家族ニシテ其ノ医院ニ於テ入院治療三十日以上ニ及ヒ尚
引続キ治療ヲ要スル者
(4) 生蕃人
(5) 医院長ニ於テ病理研究上必要ト認メタルトキハ其ノ患者ノ承諾ヲ得テ施療ヲ行フコトヲ得
＊ (1) ～ (4) について
医院長ハ必要ニ応シ前項各号ニ該当スル者ヲシテ医院長ニ於テ適当ト認ムル者ノ作成シタル当該
事項証明書ヲ提出セシムルコトヲ得
1921.4
訓令第77号
【内容】
｢処置料｣ ヲ ｢特別処置料｣ ニ改メ外来患者施療ノ部ニ左ノ但書ヲ加フ
但シ歯科処置料中護謨充填, アマルガン充填及セメント充填ヲ除クノ外ハ此ノ限リニ在ラス
【条件】
(1) 月収額四十円以内ニシテ生活困難ト認ムル者
(2) 月収額六十円以内ニシテ一戸ヲ構ヘ同居家族ヲ有シ生活困難ト認ムル者及其ノ家族
(3) 月収額七十円以内ノ者又ハ其ノ同居家族ニシテ其ノ医院ニ於テ入院治療三十日以上ニ及ヒ尚
引続キ治療ヲ要スル者
(4) (5) 改正なし
＊ (1) ～ (4) について
医院長ハ必要ニ応シ前項各号ニ該当スル者ヲシテ医院長ニ於テ適当ト認ムル者ノ作成シタル当該
事項証明書ヲ提出セシムルコトヲ得
(出典) 『府報』 第3388号, 明治44年12月６日, 10頁, 同第439号, 大正３年３月12日, 43頁, 同第1925号, 大正８年
９月12日, 33頁, 同第2362号, 大正10年４月26日, 91頁～92頁｡
ノ如ク収支ノ関係ニ重キヲ置カス植民地開拓ヲ目的トスルモノアリ｣ と
指摘されているように, 一般的には植民地の病院は, 植民地開拓のため
に収支に重きを置かないことを特徴とする
()
｡ しかし, 実際上, 各総督府
医院は, 収入をあげることを要請された｡ 医院の主な収入源となるのは
薬価, 入院料, 手術料及び診察券料等である｡ 総督府医院の諸料金は,
徐々に値上げが行われていくが, その背景には財政上の圧力があった｡
ここでは大正８ () 年の診察券料及び入院患者に対する手術料等の
導入から翌 () 年の ｢台湾総督府入院料, 薬価及諸料金規程｣ の制
定に至る過程をとりあげたい
()
｡
総督府各医院は, 大正８年４月以降, 診察券料及び入院患者に対する
手術料等の徴収を開始した｡ その理由は, ｢近来諸物価ノ騰貴ニ伴ヒ医
院経費漸次膨張ヲ来シツヽ有之候実況ニ付此際多少ノ増収ヲ計ルヲ至当
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第８表 台北医院施療患者一覧 (19151935)
入院施療患者 (延べ人数) 外来施療患者 (延べ人数)
甲 種 乙 種 患者総数に占める比率 施 療 薬価半額
患者総数に
占める比率

内地人 	(	
) (
) (	) (
) (
	) 0.8% (3.2%)
本島人 	() () () (		) (
	) 1.6% (5.3%)
計 () 	(
)＊ 	(	
) 	() 	() ()

内地人 		(
) (
) (	) (
) 
(
) 9.3% (4.3%)
本島人 () () (	) 		() 
(	
) 14.2% (4.6%)
計 	(
) () () () 	()	(		)

内地人 88 		  		 2.2%
本島人 44    9.0%
計 ()＊ () 	(


) () 	()
	
内地人 74 (3,691) 	() 	(
	) (
	) 1.0% (1.0%)
本島人 57 (1,669) () 	(
			) 	() 2.3% (3.6%)
計 () (	) (	) () ()
	
内地人 31 (1,477) () (
	) 0.4% (1.2%)
本島人 22 (594) (	) (
) 1.4% (4.0%)
計 () () 		() ()
(備考) ＊には朝鮮人施療患者１人を含む｡
(出典) 『台北医院年報』 及び 『台湾総督府統計書』 各年度｡
ト認メラレ候｣ ことにあった｡ 診察券とは, 初診患者に対して交付する
もので, その有効期間は半年間であり, 料金は ｢台北, 台南及台中ノ三
院ハ一人 (大人小児トモ) 五十銭, 其他ノ医院ハ三十銭｣ であった｡ 入
院患者の手術料は, その入院料中に手術料を包括しているとの判断によ
り, もともと徴収していなかったが, ｢入院患者ニ手術又ハ処置ヲ施シ
タルトキハ材料費ヲ徴収スル事｣ になった｡
診察券料及び入院患者の手術料をめぐる警察本署 (医療行政を主管)
と財務局との折衝過程において, 財務局は, 診察券料等だけではなく,
薬価と入院料の引き上げも要求していた｡ 大正８年３月日, 財務局か
ら警察本署に対して, ｢外来患者診察券料其他料金増収見込額何程ナル
ヤ承知致度｣ ことと, 本案が入院料及薬価の値上げを除外しているが,
｢後日更ニ前記入院料及薬価ノ増収アルヘキコトアルヲ条件｣ として本
案に同意する旨が伝えられた｡
これに対し, 警察本署は, ３月日付で財務局に, 診察券料による増
収見込が,円, 入院患者手術及処置材料費による増収見込が８,
円であることのほか, ｢入院料及薬価値上ハ医院経営上其ノ必要ヲ認メ
ス｣ ことを回答した｡ その理由は,
入院料ハ内地各地ノ大病院ト比較スルモ本島各医院入院料ハ決シテ
廉ナリト云フヘカラス却テ往々彼レニ過クルモノアリ……最近調査
セル内地大病院ノ薬価ハ鹿児島, 大分, 熊本, 千葉, 岡山及赤十字
病院ハ各十五銭, 広島病院十三銭, 山口, 愛知, 金沢, 札幌病院ハ
各十二銭等ニシテ之等ニ比シ本島医院ノ薬価 (台北, 台南, 台中医
院十五銭, 其他十二銭) ハ決シテ低廉ナリト云フニ得ス加之戦乱ノ
為暴騰セル薬品価格モ漸次低落ノ傾向ヲ示シツヽアルヲ以テ今日ニ
於テハ最早其ノ時機ヲ過キタルノ嫌アリ一般ノ疑惑ヲ懐カシムル虞
ナシトセス
中京法学巻２・３号 (年) ()
ことにあった｡ その後, ４月２日付の財務局の警察本署に対する返答は,
｢入院料及薬価値上ノ義ハ暫ク今後ノ趨勢ヲ見時機ニ依リ或ハ値上徴収
スヘキコトアルヲ条件トシテ本案ニ同意ス｣ というもので, これにより,
４月９日に総督府内決裁が完了し, 翌日に各医院長宛に診察料等の徴
収を実施する旨が通知された｡
この財務局が要請していた薬価及び入院料の値上げは, 大正９ ()
年９月に公布された ｢台湾総督府医院入院料, 薬価及諸料金規程｣ (訓
令第号) において実現した｡ 台北医院を事例に内服薬についてみて
みると, １日１剤銭 (歳未満銭) であったのが, １日１剤銭
(同銭)となり, １日の入院料は,１等甲３円, 乙１円銭, ２等甲１
円銭, 乙１円銭, ３等甲	銭, 乙銭であったのが, １等甲３円
銭, 乙２円,２等甲１円銭, 乙１円銭,３等甲
銭,乙銭となった｡
ここから診察券料等の導入過程において, 薬価及び入院料の引き上げ
の必要はないとした警察本署が財務局の圧力に屈した構図を描くことも
可能であるが, 実は警察本署としても薬価及び入院料を値上げして医院
収入の増収をはかる必要性があった｡ 第１表で示したように, 総督府医
院官制は, 大正８ () 年, 大正９ () 年, 大正() 年に
中改正され, 医長または医官の定員が
人から人へ, 医官補の定員が

人から	人へ, 書記の定員が人から人へ増員されていた｡
この一連の医院官制中改正の目的は, 総督府各医院に新たな診療科を
設置するにあたり, 当該診療科に配置する勤務医を確保することと, 長
年にわたって医官補の官職にある者あるいは医務嘱託を医官に昇格させる
ことにあった｡ これによって, 次の第９表の通り, 総督府医院支出の内,
俸給が大幅に増加したとともに, 診療科新設等にともない医務嘱託, 看
護婦や雇員等を採用したことで, 雑給及雑費も急激に増加した｡ 警察本
署は, 医院支出の増加をともなう総督府医院の拡張を行うために, 診察
券料を導入し, かつ入院料及び薬価の値上げにも同意したとも見て取れ
よう｡
日本統治下台湾における医療施設の形成と展開 (鈴木)()
台湾総督府医院の経費は, 国庫支弁であり, 医院収入は官業歳入に分
類されて台湾歳入となるので, 赤字であるか黒字であるかは, 総督府医
院にとってそれほど大きな意味を持たない｡ 総督府医院が植民地開拓の
ために収支関係に拘らないとする言説は, この独立採算制が求められて
いないことを根拠とするものであろう｡ しかし, 上述したように, 財務
官僚は, 医院収入の増収を求めていた｡ さらに, 総督府の当該年度の行
政事務を纏めた 『台湾総督府民政事務成績提要』 には医院の収支額が掲
載されており, 例えば ｢経費ノ歩合ハ百円ニ対シ収入約六十三円ノ割合
トス｣ (昭和４年分) という収支比率に関する記載もあることから
()
, 総
督府全体として医院収支について全く無関心であったわけではない｡
そのことは, 総督府医院の収支比率の変遷からもまた裏付けられる｡
第表によれば, 明治() 年度の医院収入は, 支出のパーセン
トに過ぎなかったのが, 年々収支の差が縮小していき, 昭和(	)
年度には医院収支は, はじめて黒字化している｡ 前年度と比較すると医
院収入が急激に伸びているが, これは昭和() 年月に ｢台湾総
督府医院入院料, 薬価及諸料金規程｣ が廃止され (訓令第号), 新た
に ｢台湾総督府医院診察治療諸料金規則｣ が公布され (府令第
号),
昭和(	) 年２月１日より施行されたことによる｡ これにより, 内
服薬が１日１剤銭以内, 入院料が１等６円以内, ２等３円以内, ３等
１円銭といったように, 薬価, 入院料及びその他諸料金が２割から３
割程度軒並み引き上げられた｡ この引き上げに関連して, 石垣倉治警務
中京法学巻２・３号 (年) ()
第９表 総督府医院の収支 (19181921) (単位：円)
収 入
支 出
俸 給 庁費及修繕費 雑給及雑費 患者費 計
 
 
 	   

 
	 	 
 
 
 
 
 
  		  
  

 	   
(出典) 『台湾総督府統計書』 各年度｡
局長は, 次のような声明書を出している｡
本府医院創設当時の使命は本島の伝統的漢方医術に代ふるに現代医
学の粋を以て島民に医療観念を普及するに在り即ち専ら救治に力を
注ぎ本島衛生状態の向上刷新を期するを使命としたが, 施政四十年
衛生状態の改善は文化発達産業の勃興を促し民度著しく向上し今や
地方制度改正せられ本島統治上画期的盛観を呈するに至つたのであ
る｡ ……茲に於いて医院の経営も従来の救治本位の方針に幾何の変
改を加へ権威ある治療機関として経営するの必要あるは当然である
然るに現在の医院経費を以てしては遺憾ながら今日以上内容の充実
改善は期し得ざる所である之が為には国庫も勿論経費の支出を増額
すべきであるが治療を受くる患者側に於ても其の幾分を負担すべき
は当然と言はなければならぬ此の意味に於いて全島医院を通じて今
回諸料金を改正し合理化を計つた次第である｡ ……本府としては,
料金改正によりて医院収入の増加を得ば総て医院の内容の充実改善
に充当するのみならず国庫の支出も事情の許す限り之を増額し以て
各地方に於ける権威ある治療機関として其の使命を発揮せしめるこ
とに尚一層の努力を致すものである
()
｡
このように, 総督府医院は, 台湾社会に近代医療の観念を普及させ,
その衛生状態の向上をはかるための ｢救治本位｣ の経営方針を改め, 設
備のさらなる充実をはかり ｢権威ある治療機関｣ として躍進するための
必要な経費につき, 主として患者の負担増によりまかなうという経営方
針を掲げたのである｡
これにより, 大正() 年段階で万, 昭和５ (	) 年段階で
	万円, 昭和	() 年段階で万円あった赤字を, 昭和() 年
段階で黒字化することに成功した (第	表)｡ 総督府医院の昭和	年の
入院患者数 (延べ人員) と外来患者数 (延べ人員) は, それぞれ	,

日本統治下台湾における医療施設の形成と展開 (鈴木)()
人 (,人) と,人 (,,	人) であり, 同様に昭和年
は, それぞれ,人 (
,		人) と,人 (,	,
人) であ
る｡ 薬価, 入院料及びその他諸料金が引き上げられたとはいえ, 入院患
者と外来患者の実人員は, あまり変化していない｡ しかし, 外来患者の
延べ人員は, 約万人減少している｡ これが意味するところは, 外来患
者の治療日数の減少である｡ 昭和年の外来患者の平均治療日数は, 

日であったのが, 昭和年のそ
れは, 日であった
(
)
｡ かかる状
況からは, ①患者が医療費の節
約のため, 通院日数を抑制した
こと, ②総督府医院の台湾社会
における中核病院としての存在
感の大きさ, ③ある一定の医療
費を支払うことができる社会階
層の形成を指摘できよう｡
おわりに
これまで, 台湾総督府医院の形成と拡張, 一般医療施設における位置
づけと, その経営の実際について述べてきた｡ ここで本論を纏めていき
たい｡
台湾総督府の医療施設の濫觴は, 明治() 年６月に診療を開始
した大日本台湾病院であった｡ 明治() 年４月, 民政に移管後,
総督府の医療施設は, 台湾総督府地方官官制のなかで定められ, 地方庁
の管轄下に置かれた｡ 同年月, 同官制が改正され, 職員の地位が ｢奏
任待遇｣ から ｢奏任｣ へ, ｢判任待遇｣ から ｢判任｣ へと改められ, 地
位の向上がはかられた｡ 明治
(	) 年５月, 台湾総督府医院官制が
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第10表 台湾総督府医院収支 (単位：円)
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(出典) 『台湾総督府統計書』 各年度｡
公布され, 総督府の医療施設は, 独立の官制で規定されることとなり,
次いで翌 () 年の同官制の全文改正を経て, 総督府医院は, 総督の
直轄機関となり, 各地方の拠点に医院が設置された｡ ここにおいて,
総督府医院制度の原型が形成された｡ その後, 総督府医院は, ｢医長｣
(勅任／奏任) ⇒ ｢医官｣ (奏任) ⇒医官補 (判任) という勤務医の序列構
造を形作り, 人的・物的資源の充実をはかり, 組織の拡大に努めていく｡
総督府医院は, 総督府の医療政策が展開されていくなかで, ①模範的・
指導的・中核的な医療施設としての役割, ②異民族統治政策の遂行機関
として役割, ③行政や産業に従事する内地人の健康を保護するための役
割を担うことが求められた｡ 組織を拡大し, これらの役割を果たす上で,
常に付随してきた問題は, 財政上の問題であった｡ 当初, 総督府は, ②
の役割を果たすために, 積極的な施療政策を展開しようとしたが, 予算
の関係から頓挫した｡ 明治() 年月に台湾総督府施療規程が公
布され, 施療政策の具体化がはかられた｡ しかし, 該規程は, ②の役割
に特化したものではなく, ③の役割も包含したものであった｡
大正８ () 年から大正() 年にかけて, 総督府医院官制は,
３度中改正され, 医長, 医官, 医官補, 書記の定員が増員された｡ それ
にあわせて, 警察本署と財務局との折衝が行われ, 結果として診察券料
の導入, 薬価及び入院料等の値上げが実施された｡ もちろん, 総督府医
院の利用し易さを担保するには低廉な医療費が良い｡ しかし, ①の役割
を果たすには, 人的資源と設備の拡充が必要であり, それを行うには,
薬価, 入院料等の値上げによる医院収入の増収をはからなければならず,
自ずと②の役割を果たす上での環境を悪化させていく｡
それでも, 総督府医院の収支はなお赤字であった｡ 黒字化したのは,
昭和(	) 年のことであった｡ これは, 薬価, 入院料及びその他諸
料金の値上げによってもたらされたものであった｡ この値上げが実施さ
れた時, 総督府は, ｢救治本位｣ の経営方針から脱却し, 医院収入の増
収をもって, 設備のさらなる充実をはかり ｢権威ある治療機関｣ として
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躍進することを宣言した｡ ①の役割を強化する方針を明確に打ち出し,
それを裏付ける財政上の自立を達成したという意味において, 昭和年
は, 総督府医院制度の展開における画期と位置づけられよう｡
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